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Ⅰ．自己点検・評価体制  

 

本学は、教育・研究水準の向上を図り、本学に課せられた社会的使命を達成するため、教育・研究及びその運営について自ら点検・

評価を行い、自己点検・評価報告書を作成する。 

    

 

 

                

  

募集・入試委員会 

教務委員会 

学生委員会 

図書委員会 

紀要委員会 

ボランティアセンター運営委員会 

教職課程運営委員会 

ハラスメント防止委員会 

キャリア支援委員会 

教育向上委員会 

修学支援委員会 

国際交流委員会 
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Ⅱ 本学の概要 

 

１．建学の理念・精神 

「大乗仏教精神」をもって建学の精神としています。この「大乗仏教精神」を具体化し表現としたものとして「共生」の理念としています。 

人はもちろん、社会、地球に優しい心をもつこと。知恵を働かせ、民族や国境を越えて助け合いながら生きること。すべての生物を守り、い

たわること。こうしたことは、時代や、社会の変化に関係なく、人が人として生きるための大切にしなければならない心であると考えていま

す。 

本学は、淑徳女学校創設時の「淑徳漲美」の伝統を守り、各個人の自立した生き方を仏教思想に基づき、共生の理念のもと、社会に貢献でき

る人材の育成と時代の変化に対応した教育を行っています。  

本学は女子教育を実践する為に誕生しましたが、創立 60 周年を契機に男女共学にしました。 

 

２．教育組織と目的    

  

教育の目的（学則第 1 条） 

本学は、大乗仏教精神に基づき、教育基本法及び学校教育法の定めるところに従い、実際的な専門の学芸を教授研究し、教養のある人材を育

成することを目的としています。 
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教育研究上の目的（学則第 1条の 2） 

【健康福祉学科】 

建学の理念を基礎として、現代の福祉ニーズに対応し、創造性を重視した教育を行い、福祉サービスを担う中核的人材の育成を目的とす

る。 

 (社会福祉専攻)社会福祉全般の専門的知識・技術をもって、より豊かな福祉サービスを提供しうる社会福祉従事者、医療事務従事者の 

        育成を目的とする。 

 (介護福祉専攻)現代の介護サービスに対応すべく専門的知識・技術をもって、人間の尊厳を尊重した人間性溢れる介護福祉士の養成を 

        目的とする。 

【こども学科】 

現代社会のニーズに応えるべく、新しい教育・保育・子育て支援を創造し、子ども分野の専門的知識、技術を備え、実践力を発揮できる

人材の育成を目的とする。 

３．三つの方針 

平成 28年 3 月 31 日付文部科学省高等教育局長より通知のあった「学校教育法施行規則の一部を改正する省令の公布について」を受け、本学

では三つの方針を策定致しました。  

 

 

1.卒業認定・学位授与の方針(DP：ディプロマ・ポリシー） 

 

淑徳大学短期大学部では、62 単位の単位修得と必修等の条件を充たし、以下の知識と能力を修得した学生に卒業を認定し学位を授与します。 

（1）本学の目指す建学の精神「大乗仏教精神」に基づく共生の理念と「感恩奉仕」を充分に理解し、自らの人格向上及び社会福祉・教育の増進に寄

与できる能力を修得している。 

（2）現代社会における多様な問題に対して多面的な視点から論理的に分析し、問題を解決する能力を身に付けている。 

（3）専門職者としての高い倫理観と使命感を持ち、他者と協働できるコミュニケーション能力を有している。 

（4）各専門職における必要な知識・技能を有し、社会貢献できる能力を有している。 
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2.教育課程編成・実施の方針(CP：カリキュラム・ポリシー） 

 

本学では、卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）に掲げた目標を達成するために、次のような教育内容と方法を取り入れた授業を実施

し、教育評価を行います。また、建学の精神を身に付けるという教育理念に基づき、「宗教」「福祉」「教育」の三位一体を基本とした教育を行います。 

 

１）教育内容 

（1）卒業必修科目である「宗教」、「共生論」により建学の精神について学ぶと共に、その具体的実践としての地域貢献、「ボランティア活動」を必須

とすることで、実社会に主体的に参与する心構えや地域との繋がりなどの共同的な姿勢について体験的に学びます。 

（2）教養教育を担う主要な科目群である教養科目を複合的に学ぶことで、専門的な学修に繋がる知識や技能と主体的に学ぶ姿勢·態度、社会人として

必要な思考・行動様式を身に付けます。 

（3）専門教育においては、各専攻、コースの体系性に基づき、それぞれのカリキュラムマップにおける専門科目を配置します。 

（4）授業で修得した知識及び理論の実践の場として、現場実習を実施します。 

（5）1 年次の演習科目（ゼミ）では、初年次教育等を通して短大への適応をはかり、基本的な学習スキルと社会に出てから求められるコミュニケー

ション・スキルを修得します。2 年次の演習科目（ゼミ）では、卒業研究を必修とし、専門科目を中心とする教育内容の統合と総合化を行います。 

（6）卒業後の希望進路に応じた履修モデルを提示するとともに、学生の適性やキャリア形成を見据えた組織的なキャリア教育を展開します。 

 

２）教育方法 

（1）知識の修得だけでなく、主体的な学びの力を高めるために、参加型授業や授業外の積極的な学修などアクティブラーニングを取り入れた教育方

法を実践します。 

（2）シラバス（授業計画）には、卒業認定·学位授与の方針に基づく学修の到達目標、評価基準、授業内容、授業外学修等を具体的に記載します。 

（3）実学教育を重視し実践するために、各専門職に応じた現場実習を段階的に行います。 

 

３）評価 

（1）学年ごとの単位取得率の評価を行うとともに、GPA によって教育課程全体を通した学修成果の達成状況を査定します。また、GPA による学生個

人の評価を学修支援·指導に活用します。なお、個々の科目の単位認定にあたっては、到達目標の内容を修得しているか否かに留意し、厳格な成

績評価を行います。 

（2）上記(1)によって到達目標に達していない学生を把握し、再試験の機会を設けることによって、不足分の学修を自ら行えるようにします。 

（3）希望する職業へ就職できたかどうか（就職率、資格•免許を活かした専門領域への就業率）、又は進学等の成否について確認し、学修成果の達成

状況を査定します。 

（4）授業評価アンケートを実施し、個々の授業内容、授業方法の改善や組織全体として授業が円滑に運営されているかどうかの検証を行います。 
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3.入学者受入れの方針(AP：アドミッション・ポリシー） 

 

本学は、卒業認定・学位授与の方針及び教育課程の編成・実施の方針との関連性を踏まえて、入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）を定

めます。 

 

１）求める学生像 

（1）本学の建学の精神である共生の理念を理解している。 

（2）高等学校で履修した学習内容について理解し、主要科目に関する基本的な知識を修得できている。 

（3）本学の教育方針及び教育分野に興味と関心を持ち、本学での学修に目的と意欲を有している。 

 

２）入学選抜の方法 

次の 3 つの方法を単独又は複数組み合わせて選抜を行う。 

（1）高等学校等での評定平均値及び活動の履歴 ・成果等に関する書類審査 

（2）面接 

（3）高等学校等での履修科目に対する学力検査 

 

３）入学前に学習しておくことが期待される学習内容及び学習態度 

高等学校での学習において、科目学習における基礎的な知識の修得及び学習意欲の保持が望まれる。 
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４．教員組織（2019 年 5 月 1 日現在） 

 学部・学科 課程等 教員数(職級別教員数) 

淑徳大学短期大学

部 

Shukutoku  

University  

Junior  

College 

こども学科 

(Department of Early Childhood education and 

childcare) 

 16 名(教授 6名・准教授 9名・助教１名) 

健康福祉学科 

(Department of Health and welfare) 

社会福祉専攻 

(Social welfare 

Speciality) 

5 名(教授 2名・准教授 1名・講師 1名・

助教 1名) 

介護福祉専攻 

(Care welfare 

Speciality) 

4 名(教授 2名・准教授 0名・講師 0名・

助教 2名) 

５．学生に関する情報 

 淑徳大学短期大学部 

こども学科 
入学者数 収容定員 在学者数 収容定員充足率 

212 名 500 名 434 名 0.87 

健康福祉学科 
入学者数 収容定員 在学者数 収容定員充足率 

76 名 180 名 140 名 0.78 

2020 年 5月 1 日現在 

学生の状況    

 入学者推移 
退学・ 

除籍者数 
中退率 留年者数 

社会人 

学生数 

留学生数及び 

海外派遣学生数 

（対象年度） （30・01・02） （R01） （R01） （R02） （R02） （R02） 

こども学科 248・229・212 13 2.7％ 3 12 2 

健康福祉学科 108・76・67 3 1.6％ 0 5 18 
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就職及び卒業後の進路 

  卒業者数 就職希望者数 就職者数 進学者数 就職率 

  
こども学科 216 名 198 名 198 名 1 名 100％ 

健康福祉学科 62 名 52 名 52 名 5 名 100％ 

 2020 年度卒業 

６．教育課程に関する情報 

 

学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準 

学科・専攻 修業年限 

卒業要件単位数 

学位 
 必修 選択 計 

こども学科 

2 年 

教養 6 8 

62 短期大学士（教育・保育） 

専門 4 44 

健康福祉学科 

社会福祉専攻 
教養 6 10 

62 

短期大学士（社会福祉） 

専門 6 40 

介護福祉専攻 

教養 6 10 

62 
専門 6 40 
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健康福祉学科 社会福祉コース カリキュラムマップ 
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健康福祉学科 医療事務・秘書コース カリキュラムマップ 
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健康福祉学科 介護福祉専攻 カリキュラムマップ 
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こども学科 カリキュラムマップ 
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Ⅲ 学科・委員会 点検・評価 

 

※評価基準 以下の S～D の 5 段階評価で、年度当初の計画に基づいた各目標の評価を行う。 

S → 目標に対する達成率 101％以上・特筆すべき成果が上がっている    

A → 目標に対する達成率 100～80％・順調 

B → 目標に対する達成率 79～70％・概ね順調                

C → 目標に対する達成率 69～60％・一部改善の必要あり   

D → 目標に対する達成率 59％以下・大いに改善の必要あり 
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1．社会福祉コース  

 

1.令和２年度目標に対する自己点検評価 

評価する内容(目標) 評価 評価の視点 次年度に向けた改善点 備考 

相談職として、総合的かつ包括的な

相談援助を行える知識と技術を修

得し、利用者支援ができる人材の育

成を目指す。 

B 2 年生 15名のうち、社会福祉士受験資

格の全ての科目履修が終了した学生

は、5 名。社会福祉分野に就職をした

者は 8名。社会福祉分野に進学した者

が 1名であった。またソーシャルワー

ク実習を実施した者は 7名であった。 

現行のカリキュラムと新カリキュラム

が同時並行になる年度であり、適切に実

施したい。 

新型コロナウィルス感染症拡大を受け

て、実習先との連絡調整を密に行い、学

習が適切に実施できるように努める。 

 

対人援助の視点のみならず、地域福

祉の基盤整備と社会資源の開発等

の地域支援の視点を有する専門性

を修得することを目指す。 

B 施設見学、ボランティア活動が中止に

なった。 

1 年生は学生自身の身近な人々からの

調査を各自が行い、整理や分析し、理

解を深める機会があった。 

2 年生は、手紙を用いて、地域との交

流をはかり、これまでの経験の継続を

模索した。 

新型コロナウィルスの感染を予防しな

がら、地域福祉の基盤等について学べる

よう模索をしていきたい。 

 

 

2.令和２年度の活動の総合評価と次年度の活動計画に活かすべき課題について 

・新カリキュラムの申請業務を無事に終えることができた。 

・新型コロナウィルス感染対策を実施しながらの教務の実施になった。できたこととしては、課題の添削等が例年よりも丁寧にできたと考えている。また

学生たちが計画的に課題をこなす力があることを再発見した 1 年であった。 

・他方で、退学者がいたことが悔やまれる。次年度は、学生との関係をより早く築き、丁寧な指導を実施し、学生の希望に沿った進路指導ができるように

工夫をしたい。 
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２．医療事務・秘書コース 

 

1.令和２年度目標に対する自己点検評価 

評価する内容(目標) 評価 評価の視点 次年度に向けた改善点 備考 

医療事務関連資格については下記

の合格率を目標に対策を行う。 

・診療報酬請求事務能力認定試験 

合格率 30％以上 

・医科医療事務管理士合格率 80％

以上 

・医事コンピュータ技能検定 3 級 

合格率 85％以上 

・調剤事務管理士合格率 80％以上 

A 医科医療事務管理士：合格率 77% 

医療秘書検定 2級：合格率 38% 

医事コンピュータ技能検定 3級：合

格率 91% 

調剤事務管理士：合格率 100% 

新型コロナウイルス感染症の影響で前

半の資格試験については中止が相次ぎ

受験機会が少なくなってしまった。そ

のため、受験に向けたモチベーション

を維持させることが難しかった。しか

し、医事コンピュータ検定、調剤事務

管理士については昨年以上の合格率を

達成することができた。次年度は、対

面授業が行われるため、資格取得に向

けたモチベーションの維持や試験対策

を十分に実施し、各種試験の受験者数

及び合格者数を増加させたい。また、

秘書検定については、授業の関係から 2

月受験へ移行し、受験者数及び合格者

数を増加させたい。 

 

大学病院、総合病院への就職率を

70%以上とする。 

 

S 93%が総合病院に内定した。 引き続き、ゼミ担当教員が履歴書やエン

トリーシートの添削を行うとともに、キ

ャリア支援室と連携し筆記試験対策、小

論文対策、面接対策にも力を入れる。 

 

就職率 100%を達成する。 

 

S 就職率 100%を達成した。 次年度においても、早い段階からきめ細

やかな就職支援を行う。 

 

志願者数を前年より増加させると

ともに、入学定員を確保する。 

 

A 本年度はオンラインを中心にオープ

ンキャンパスを実施したため、訴求力

が低下し、志願者数は昨年より減少し

た。しかし、コース定員を超える入学

者を確保することができた。 

次年度からは対面でのオープンキャン

パス実施となるため、本コースの特色や

教育方針、就職実績を来校者に対して分

かりやすく説明する必要がある。 
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2.令和２年度の活動の総合評価と次年度の活動計画に活かすべき課題について 

就職率については、本年度も 100％を達成することができた。また、総合病院への就職率が 93%となっており、資格取得に向けた取り組みや就職支援の成

果が表れてきている。次年度においても、早い段階から就職支援を行い、本年度と同等程度の水準を維持したい。資格取得についても予習・復習の徹底や

授業内における検定対策を強化し、合格者数を向上させたい。本年度はオンラインを中心にオープンキャンパスを実施したため、訴求力が低く志願者数が

減少した。次年度からは対面でのオープンキャンパス実施となるため、本コースの特色や教育方針、就職実績を来校者に対して分かりやすく説明し、志願

者数を増加させたいと考えている。 
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３．介護福祉専攻 

 

1.令和 2 年度目標に対する自己点検評価 

評価する内容(目標) 評価 評価の視点 次年度に向けた改善点 備考 

１．介護福祉士国家試験におい

て 90％以上の合格率を確保す

る。 

 

S 国家試験は 1/31（日）、合格発表は 3/26（金）のた

め、現時点における正確な評価はできない。学内で

の模擬試験の結果等から蓋然的に評価を行う。2年

次 5 月模擬試験（100 点換算）の平均点は 46.0 点、

9月模試 60.0 点、11月模試 65.0 点という結果であ

り、成績は少しずつではあるが向上している。対面

授業による指導ができず、成績に個人差はあるが、

専任教員で 13 科目の補習講義も行っているので、

90％以上の合格率は望めるのではないかと考えて

いる。 

第 33 回 介護福祉士国家試験において、100％の合

格率を確保した。 

 

介護福祉士国家試験の合格ラインは、125 点満

点の 60％（75 点）であるが、問題の難易度に

より変動している。よって、合格率を確実に上

げるためには、全員の得点数を 80％程度まで

上げる支援を目指す必要がある。模擬試験や書

き込み式参考書の対策はそのまま続行し、さら

に各授業の定期試験での成績不振の学生に対

する個別指導を 1年次の時期から行ったり、組

織的な個別指導体制により一人ひとりの学修

を支える必要がある。 

 

２．介護福祉士として求められ

る基本的倫理観（態度・マナー・

言葉遣い）を身につけ実践でき

る学生を育成する。 

 

A 介護福祉実習における実習指導者評価が客観的指

標となりえる。実習ⅠⅡⅢⅣを通して、施設側から

態度やマナーの悪さの指摘により実習中止となる

ケースは出ていない。態度面の実習評価を点数化す

ると、実習Ⅰ：平均点 91.1 点、実習Ⅱ：93.2 点、

実習Ⅲ：93.5 点、実習Ⅳ：95.1 点と向上しており、

介護福祉士としての基本的姿勢や態度は修得でき

ていると考える。 

介護福祉実習Ⅰの時期から態度面では 90%の

学生が A評価である。しかし、最後の実習にお

いても B評価が付いている学生もいるので、常

勤・非常勤含めて、学生への基本的倫理観の指

導・教育強化の方針を伝えていく。また、教員

間での情報共有を図り、個別的で継続的な指導

を実現していく。 

 

３．介護福祉士資格取得を目指

す学生において、やむを得ない

事情（健康状態ならびに家庭の

事情、経済的事情など）を除き、

中途退学者が出ない。 

A 現時点において、介護学生 1年生・2年生の中途退

学者は出ていない。あと 2か月あるため蓋然的な評

価となる。 

今年度はリモート授業が多く、対面にて一人ひ

とりに向き合っての学修・生活指導ができなか

った。来年度も同じ状況の可能性があるため、

アドバイザーだけでなく専任教員全員で、学習

面・生活面・体調面・精神面で各授業を通して
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気を付け、学修が継続できるよう個別指導を強

化していく。 

４．就職率 100％を確保する。 

 

S 100％の学生が就職内定を獲得している。 学生一人ひとりが自分の特性に合った就職先

を選択できるように、早い時期から意識し、自

分自身を見つめる時間をつくっていく。 

 

５．学生定員の 60％の学生確保

を目指す。 

 

S 現時点において 32 名の入学者が決定しており、学

生定員の 80%は確保されている。入学試験はあと 2

回予定されており、目標は達成されている。 

アドミッションセンターと連携をとり、小・中・

高校に対して、介護に関する出前授業や説明会

に出向いていく。また、介護宣誓式や介護観の

発表会などを社会的に PRしていきたい。 

 

 

2.令和 2 年度の活動の総合評価と次年度の活動計画に活かすべき課題について 

新型コロナウイルス感染症拡大を防止しながらの教育活動を行う必要があり、今年度に引き続き柔軟な態度で、一人ひとりの学生の状況に応じた生

活支援・学修支援が求められると考えている。 
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４．こども学科 

 

1.令和２年度目標に対する自己点検評価 

評価する内容(目標) 評価 評価の視点 次年度に向けた改善点 備考 

保育・幼児教育の専門職を目指し、

自覚を持って主体的に学修を進め

ることができるよう、教育内容のい

っそうの充実を図る。特に、今般の

感染症予防・拡大防止を考慮しなが

ら、危機対応としての学修の保障も

喫緊の課題とする。 

A 保育・幼児教育の専門職者としての出

発点は幼稚園教諭免許や保育士資格

等の取得にあり、カリキュラム設定の

各科目等を構造的・全体的に学生が見

通せることが重要であるが、2020(R2)

年度当初は、今般の感染症の状況によ

りオリエンテーションを実施できず、

各アドバイザーがガイダンス等を徹

底すると共に感染症の予防・拡大防止

に最大限の配慮と注意を払った。この

結果、2021(R3)年 3月卒業生の免許・

資格等の取得率は、幼稚園教諭二種免

許 87.5%、保育士資格 81.5%、育児セラ

ピスト 1 級・ABM ベビーマッサージイ

ンストラクター68.5%、ピアヘルパー

14.2%、准学校心理士 11.2%であった。 

2021(R3)年度は、文科省等の指針に従

い、新型コロナ感染症予防・拡大防止に

十分な配慮を行いつつ、対面授業を主と

し遠隔授業を組み合わせたハイブリッ

ド型での授業を行う予定である。遠隔授

業実施に関しては、本学学生の実情（PC

所有の有無やスペック、Wi-Fi 環境等）

にあった授業態勢を更に工夫すること

が課題であり、個々の学生の学修を保障

し、進路ガイダンスを強化し、学生支援

部等の学内組織との一層の協働連携を

綿密にして、幼稚園教諭免許や保育士資

格等の取得に向けて、いっそうきめ濃や

かなサポートに努める。 

 

 

 

現職保育者（本学卒業生含む）への

スキルアップ・学習機会として、「免

許状更新講習」・「東京都保育士等

キャリアアップ研修事業」を開催す

る。 

D 実施に向けて、文部科学省（通知）「令

和２年４月２８日 」等を勘案して、オ

ンライン開催等の方法を検討したが、

対面での講習については、本学の教室

等設備面での問題があること、オンラ

イン講習については、受講者側の PCや

インターネット環境の問題等により、

開催できなかった。 

新型コロナ感染症予防・拡大防止のため

の観点から、2020(R2)年度と同様の課題

が生じることが予想され、「免許状更新

講習」・「東京都保育士等キャリアアッ

プ研修事業」ともに、2021(R3)年度は受

託を見送る旨を学科で決定した。 

 

2021(R3)年度カリキュラム改訂準

備、および、教職再課程認定申請を

A 所要の 2021(R3)年度カリキュラム改

訂、および、文科省への教職再課程認

新カリキュラムとなるため、2020(R2)年

度開講科目の一部について、再履修者の
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行う。 定申請を三月末に完了予定である。 ための科目として 2021(R3)年度のみ開

講する。 

 

2.令和２年度の活動の総合評価と次年度の活動計画に活かすべき課題について 

遠隔授業中心の年度となった 2020(R2)年度教育活動については、評価目標として三点にわたる教育活動計画に基づいて実施してきたが、在学生に対する教

育活動に関しては、昨年度と同様に概ねその目標を達成することができ、僅少ながら中途退学率が下がった。2021(R3)年度も、コロナ禍での様々な困難や

制約が予想されるが、学生（やその保護者）に対して特段の配慮をもって支援を続けると共に、学生募集についても積極的な取り組みを進めていきたい。 
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５．募集・入試委員会 

 

1.令和２年度目標に対する自己点検評価 

評価する内容(目標) 評価 評価の視点 次年度に向けた改善点 備考 

①各学科の入学定員を確保するため

に出願者数・オープンキャンパスの

目標来場者数を達成する。 

 

D 出願者数目標：450 名・結果：340

名。 

オープンキャンパス来場者数目標：840

名・結果：406名（昨年度の来場者数1081

名と比較すると 675 名の減少） 

高校訪問やガイダンスへの継続参加、Ｈ

ＰやＳＮＳ等を活用した広報活動の充

実、コロナ対策を万全にしながらもオー

プンキャンパスの来場者を減少させな

い策を講じ、来場者数の回復を目指す。 

 

②出張講義の回数を前年度より増加

させる。 

D 出張講義回数：前年度 4回に対し、今年

度は、2回と減少した。 

高等学校からの依頼は、全て受けるよ

う教員の協力体制を整え対応する。 

 

③ホームページの閲覧数を前年より

増加させる。 

（Google アナリティクスによる時系

列的比較を実施） 

 

A セッション数：前年度 172,588 回に対

し、今年度 225,138  回。 

ユーザーアクセス数:前年度 93,823 回

に対し、今年度 101,873 回。 

ページビュー数：前年度 566,740 回に

対し、今年度 675,269 回。 

アクセス数は、前年度より 8.5％向上し

た。オープンキャンパスや入試案内へ

のページビュー数についても 19.0％ 

上昇した。今後もブログ更新の頻度を

向上させるため、利用者目線でのホー

ムページサイトの構築に努めていく。 

＊ホームページ

の閲覧数は、

2021 年 2 月 28

日現在のものと

なる。 

④資料請求者数（入学案内）を前年よ

り増加させる。 

C 前年度の資料請求者数：6,214 件。 

今年度の資料請求者数：5,360 件。 

本学の資料を請求されるよう広報活動

の展開を図っていく。 

資料請求数は 

2021 年 3 月 19 

日現在 

⑤オープンキャンパス参加者の出願

率を前年より向上させる。 

B オープンキャンパス参加者の出願率：

前年度 42.8％に対し、今年度

42.3 ％ 

教職員間の協力体制強化、在学生の積

極的な活用、提供内容の精査を行う。 

698 名 

参 加 、   

295 名出願 

 

 2.令和 2年度の総合評価と次年度の活動計画に活かすべき課題について 

オープンキャンパスの来場者数が減少し、出願者は、令和 2 年度目標の 340 名に対して、295 名に留まった。今年度は、新型コロナウイルスの感染拡大防

止のため従来通りの募集活動ができなかったが、この点はどの大学においても同じ条件となるため、さらなる対策が求められる。入学定員の充足に関して

は、こども学科で 156 名（250 名定員）、介護福祉専攻 36 名（40 名定員）と定員割れという結果となった。オープンキャンパスについては、委員会で検

討・審議し、内容の改善を図り、参加者数の増加とさらなる出願率の向上へと結びつけたい。 



22 

 

６．教務委員会 

 

1.令和２年度目標に対する自己点検評価 

評価する内容(目標) 評価 評価の視点 次年度に向けた改善点 備考 

教育課程について 

 

C 新型コロナウイルスへの対応で，前期

を中心に遠隔授業を急遽導入するこ

ととなり，そちらの対応が主となっ

た。一方で，制約のある中でのアクテ

ィブラーニング実現の試みや共有等

は積み重ねがあった。 

2020 年度計画の中で，取り組めなかった

課題を引き継ぐ。具体的にはカリキュラ

ムマップの改善，コモンルーブリックの

素案の改善等である。また，教育向上委

員会と協働しながら学習行動調査等の

データの分析，改善を行う。 

 

教育組織について 

 

C 遠隔授業を念頭においた内容への変

更も行いながら，FD は予定通りの回数

を実施できる予定である。一方外部講

師の招聘は新型コロナへの対応を優

先し見送られた。 

授業評価アンケートは遠隔授業への対

応も含め行い，データを蓄積したが，十

分な分析および教員・学生へのフィード

バックができていないため，これらを行

う必要がある。 

 

学生支援について 

 

C 遠隔授業への対応はゼミアドバイザ

ー，学生支援部，ヘルプデスク等多角

的に支援を行い続けた。GPA に基づく

面談等は遠隔授業が主になった前期

も電話や Meet 等を活用することで実

施をした。また，例年は保護者を入れ

ないⅠ期から保護者への連絡を追加

する等，コロナ禍への特別対応も行っ

た。オフィスアワー制度については現

下の状況での運用自体が難しく当初

目標に挙げた内容には取り組めなか

った。 

新型コロナ禍での学生生活を強いられ

た新 2年生への特別な支援（例年以上の

履修説明・確認）を教務の観点からも行

っていく。 

オフィスアワーについては社会情勢，大

学方針を考慮しつつ，2020 年度課題を引

き継ぐ。 

 

新型コロナウイルスの世界的流行

への対応 

 

B 様々な制約の下ではあったが，Google

アカウントの付与，クラスルームの導

入等，出来る限り学生の学習環境を整

2020 年度の経験を活かしながら，割合が

大幅に増加する予定の対面授業を，感染

防止を徹底しながら円滑に進められる
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えるための努力は行ってきた。 よう，工夫と努力を続ける。 

また，一部残る予定の遠隔授業の円滑な

進行と質の向上を支援する。 

 

2.令和２年度の活動の総合評価と次年度の活動計画に活かすべき課題について 

令和 2 年度は新型コロナへの対応に多大な時間と労力を割くことになり，計画の一部に取り組むことが出来なかった。これらは 2021 年度の課題として引

き継ぐ。新年度も，割合が大幅に増加する対面授業での感染防止の徹底など，コロナの影響は大きいが，令和 2年度の経験の蓄積を活かして対応しながら，

継続課題への取り組みも積極的に行っていく。 
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７．学生委員会 

 

1.令和２年度目標に対する自己点検評価 

評価する内容(目標) 評価 評価の視点 次年度に向けた改善点 備考 

新入生セミナー等、年度初頭行事の

準備と運営 

D 新入生セミナーは中止、年度初頭の行

事も軒並み実施せず。映像配信による

宗教行事にて建学の精神について理

解し、自校教育を行うことができた。

また、大学生活全体についての理解を

深め、感染予防など新しい生活基準に

則った行動規範を周知できた。 

宿泊を伴わないセミナー、年度初頭行事

の実現可能性を模索し、より効率的かつ

具体的な建学の精神涵養・自校のアイデ

ンティティ形成に必要な前期の活動を、

組織的に検討・実施する。 特に学生相

互、教職員との親睦・交流について、新

基準下での検討が必要。 

次年度も年度

初頭の見通し

は立ちにくい

現状。 

学内行事 （淑徳祭、体育祭など）の

準備及び運営への支援 

C 体育祭は中止。淑徳祭について、学科

を超え四大生と話し合いながらオン

ラインによる開催のための事前準備

と当日の運営を行った。遠隔という初

の試みで手探りの中にあって、内容も

学生の協力、参加で盛り上がり、動画

作成など新しい企画も誕生した。 

飲食を伴わない形の新しい行事の検討、

オンラインという直接的ではないが新

しい形式を創出。遠隔と直接のハイブリ

ッドによる学園祭の実施可能性を模索

する。オンラインによってもより参加

率・満足度の高い行事の実施・実現を図

る。 

新型コロナ感

染症の影響・感

染状況次第。 

学生からの要望を反映できるシス

テム作りと学生生活の安定・安全の

向上 

B コロナ禍での経済・生活状況の変化を

把握すべく学生生活緊急アンケート

を実施。その過程で、臨時奨学金の周

知・誘導を先行しておこなった。淑徳

祭後に満足度等の調査、または定期的

な学生生活アンケート等を実施した。 

経済的状況、生活実態の変化をより早

く、確実に把握できるアンケートの時

期、タイミング、内容をさらに検討して

いく。学生生活のガイドラインや行動規

範だけでなく、学習面や実習など、学生

が学内で安心して学ぶことのできる環

境についても見直し充実させる。 

 

学生の学籍異動に関する早期把握・

予防的な試みの検討 

B 経済状況の激変に合わせ、各種奨学金

などの就学継続等に向けた情報提供、

検討を行った。欠席が目立つ学生はア

ドバイザーが把握し個別に対応した。

急な遠隔授業への切り替えで、教務と

の連携が不十分。 

経済状況・生活だけでなく、遠隔授業に

よる学習面での難しさ、理解度や学習成

果に連動する就学意欲の低減について

も、教務委員会と協働し早期把握を行

い、学修を契機とする欠席超過、休退学

の減少を目指す。 

学科、コース単

位で対応の違

いがみられる。 
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2.令和２年度の活動の総合評価と次年度の活動計画に活かすべき課題について 

総合的には、行事を除き必要最低限の対応は概ね行えた（行事や宗教行事は減少、未実施もあった）。新型コロナ感染症・緊急事態宣言という人類が経験

したことのない状況下にあって、経済状況の変化に対応する各種奨学金の周知、誘導も早めに行えた。生活、行動様式の変化について早期に学生部長メッ

セージなどを発信し不透明な現状に対応すべく学生の不安・悩みの軽減も図った。学生生活の不安や緊急の事態への対応は今後も継続したい。学生の自校

精神や帰属意識についてこれまでの行事とは違う形で、例えばオンラインメッセージや動画配信など新たな情報発信の形で学生間の孤立や浮遊感を減少さ

せる方法を検討。これまでとは違う形での「参加型」「対話型」のイベントや「場」の提供とその実現可能性を検討し続けることが肝要と思われる。 
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８．図書委員会 

 

1.令和２年度目標に対する自己点検評価 

評価する内容(目標) 評価 評価の視点 次年度に向けた改善点 備考 

図書館の入館者数について、15000

人を目標とする。 

B ・図書館は4/15から現在まで臨時休館を

している。（開館時間の短縮、土日閉館） 

・4511 人(2 月末現在)である 

・講義等での図書館利用は、4回である。 

・男性用トイレの設置を行った 

・中 3 階部分のコンセントの増設を行っ

た 

・対面授業の回数が増加し、通学者が

増える見込みのことから、感染予防に

留意しながら、図書館の活用を促進す

る 

 

館外貸し出し実績について、1250 冊

を目標とする。 

B ・貸出が開始されたのは、7月からである 

・短期大学部の貸出し実績は 201 冊であ

る。目標値の 16％を達成している。 

・郵送での貸し出しを実施した 

・読書マラソンでゴール賞受賞者が 4 名

であり、例年よりも多かった 

・来館を伴う図書館ガイダンスの実

施 

・図書館ガイダンス時の貸し出しを

する。 

 

こども学科・健康福祉学科の資格取

得等に関わる図書および資料価値

の高い資料を収集し、図書館の充実

化を促進する。 

S ・教員による選書ツアーを実施した。7名

が参加し、732 冊を選書した 

・各教員に図書選書について依頼し、394

冊を選書した 

・教員の選書ツアーについて、多くの

教職員に参加してもらい、さらに蔵書

の充実を促進したい 

 

来館での利用促進と同時に、オンラ

イン等でも図書館の役割が果たせ

るように機能強化を図る。 

S ・郵送による貸出の実施 

・学内のみ閲覧可能なサイトに関し、学

外からのアクセスを可能にした 

・電子書籍の充実を図った 

・図書館の本の貸出に関する動画作成 

・マイページの導入と始動 

・学生へのマイページの周知 

・教職員、学生への電子書籍の利用促

進 
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2.令和２年度の活動の総合評価と次年度の活動計画に活かすべき課題について 

・令和元年度の図書委員会では、昨年に引き続き、人文学部との連携を行ってきた。実際には、委員会に森田館長が出席してくださり、多岐に渡る図書館

運営に関して、情報共有ができたことは非常に有益であり継続したい。 

・新型コロナ感染症の感染予防のために以下のことを実施した。次年度も、感染症予防に努めつつ学生の学習権の権利保障を果たすべく図書館として何が

できるかの議論を続けていきたい。 

①各階の椅子の数を減らした。 

②共用の机の上にアクリル板を設置した。 

③入り口に体温測定器を導入した。 

・学生がパソコン等での学習・研究ができるように、1 階と 2階、4階の電源についても増設の要求をし、学習環境の整備を図りたい。 
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９．紀要委員会 

 

1.令和２年度目標に対する自己点検評価 

評価する内容(目標) 評価 評価の視点 次年度に向けた改善点 備考 

①研究論文、研究ノートやアクティ

ブラーニング等の授業実践、実践報

告、書評なども含め、その掲載の判

定に関する査読基準の標準化を検

討し、見直しにあたって、規定の改

訂を行う。 

B ・前年度審議された原著論文の査読

基準の標準化を図るため、学術学会

の研究倫理や査読基準をもとに、査

読の際の観点を提示できるような検

討を行った。 

 

 

 

・｢紀要に関する規程｣に本学における

研究倫理基準を位置づけ、あわせて

｢査読に関する内規｣についても査読

審査に係る第三査読の明記など、所要

の改訂を行った。査読者への依頼時に

も周知を図り、 ｢紀要に関する規程｣

の運用細則についても原稿種別等に

関係する改訂を行った。 

・査読基準だけでなく、論文、研究ノー

ト等の各原稿種別に求められる内容が

どのようなものであるかを示し、特に投

稿者や査読者に理解をいただく必要が

あるため、人文学部紀要委員会の規程や

内規なども参考に、引き続き委員会にて

具体的に検討する。 

 

・投稿する教員が各原稿種別について理

解を深められるように、上記の検討内容

を踏まえて運用細則に示されている「論

文投稿時注意事項」を改訂するなど、必

要な対応を検討し、周知するよう努め

る。 

 

②学内研究紀要の在り方と位置づ

けについて、委員会および各学科、

部門との意見交換、対話を通して

『淑徳大学短期大学部紀要』の内容

及びその未来像と共に検討する。 

 

A ・投稿募集、査読依頼、査読後の修正

依頼等のプロセスについて、出来る限

り丁寧な説明とスケジュールや見通

しを示すことができるよう委員会内

にて検討し、所要の規程・内規等を改

訂した。投稿募集については教員全

体、査読については投稿者・査読者に

周知して協力を得られるよう努めた。 

 

・機関リポジトリ(JAIRO Cloud)での

・引き続き多様な原稿種別にて幅広く投

稿いただき、かつ円滑な刊行に資するた

め、委員会より専任・非常勤教員への丁

寧な説明やスケジュールの提示を行い、

投稿者・査読者となる先生方へ協力をお

願いする。 

 

 

 

・次年度も引き続き、紀要は機関リポジ
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公開のあり方について検討し、侵襲性

の高い研究に関する個別の配慮が必

要な事情があるものを除き、本学の研

究・教育の成果を広く公開することと

し、教員にも周知し、ご理解と協力を

いただいた。 

 

・投稿原稿の種別を増やしたことに伴

い、公平で公正な査読が実施できるよ

う、第三査読の方法など査読体制を検

討し、実行した。 

 

・投稿原稿の言語として学術的なチェ

ックを可能にするため、投稿時に執筆

の際に用いる言語を日本語または英

語にて申請できることとした。 

 

・令和 2年度の第 62号(原稿種別の追

加)及び第 63 号の申込に合わせ、執筆

申込書の改訂を行った。 

トリにて広く公開することを周知する

こととしたい。 

 

 

 

 

 

・投稿者にわかりやすい「論文投稿時注

意事項」とするため、その一部見直しを

検討する。 

③「できるだけ多くの教員（専任・

非常勤問わず）による投稿を受け付

ける。 

A ・令和 2年度は、令和３年度こども学

科教職課程再課程「領域」申請に向け

て『淑徳大学短期大学部紀要』第 62 号

並びに第 63 号の原稿を募集し、令和 2

年 8月末、令和 3年 2月末にそれぞれ

に発行した。第 62 号は専任教員によ

る投稿で全 7 件が、第 63 号は非常勤

講師による投稿も含め全 10 件が掲載

された。 

 

・紀要に関する規程における執筆資格

の見直しを行い、規程を改訂した。 

・投稿募集の際は、引き続き専任教員、

非常勤講師の先生方に多様な原稿種別

があること等の周知を丁寧に行い、多く

の投稿が寄せられるように情報提供を

行うこととする。 
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2.令和２年度の活動の総合評価と次年度の活動計画に活かすべき課題について 

 令和 2 年度は、年度内に 2 号の紀要発刊をすることを前提に、スケジュール管理を委員会内部で丁寧に検討し、専任教員・非常勤講師への周知やお願い、

スケジュールの案内などをできる限り細かく実施した。紀要発行の手続きと同時に、令和元年度までの取組と残された課題を踏まえ、特に紀要に関する規

程、紀要に関する規程の運用細則、査読に関する内規を検討し、必要な改訂を実施することができた。これに伴い、執筆申込書、査読報告書の各改訂を実

施し、第 64 号募集からは必要な書式が整った状態となる。 

 第 64 号以降は、多様な原稿種別による投稿が可能になったことと、査読の有無がはっきりしたが、一方で各原稿種別が求める内容(例えば論文と研究ノ

ートの違い、研究ノートと実践報告の違い)を示していないことによって投稿者と査読者の間、査読者間においても捉え方や解釈に幅があることが改めて

課題と考えられた。研究成果を広く公開する紀要として、一定の質を担保するためには｢論文投稿時注意事項｣もしくは投稿要領という形でその基準となる

観点を示す必要がある。次年度以降は、この観点を示すことができるように委員会内にて丁寧に議論していくことが課題となる。 
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10．ボランティアセンター運営委員会 

 

1.令和２年度目標に対する自己点検評価 

評価する内容(目標) 評価 評価の視点 次年度に向けた改善点 備考 

学生によるボランティアセンター

の活用促進とボランティア活動へ

の学生参加に向けた啓蒙活動の実

施 

B 年度当初から、感染対策のためにボラ

ンティアセンターを閉室しボランテ

ィア相談などは行えなかったが、8 月

からは非対面で学生の相談を開始し

た。これを機に、情報提供および自宅

でできる活動のコーディネートをす

ることができた。 

今年度に引き続き、オンラインや、カー

ドのプレゼントなど非対面でのボラン

ティア活動を活性化させる。また、オン

ラインと対面を組み合わせたボランテ

ィア活動、屋外を中心とした対面でのボ

ランティア活動など、感染状況に対応

し、感染対策を講じながら新しい活動を

展開する。 

活動の内容や

頻度は、新型コ

ロナウイルス

感染症の影響

を受けて、大き

く変動するも

のと思われる。 

共生論との連携によるボランティ

ア活動、及びボランティアセンター

の周知と活動継続性の向上 

C 共生論でのボランティア活動が実施

できなかった一方、共生論の授業内で

ボランティア活動とセンターの紹介

を行うことができた。また、教職員の

協力のもと学生によって、センターPR

動画（WEB 淑徳祭で公開）および活動

広報誌「ボランティアニュース」の制

作もできた。 

オンラインでのボランティア活動を中

心に、状況に応じて、オンラインと対面

を組み合わせたボランティア活動、屋外

を中心とした対面でのボランティア活

動など、共生論の授業と連携できる事業

を企画・運営してより多くの活動を目指

す。 

東京キャンパス全体に、学生主体の

ボランティア活動に対する助成制

度を周知と活動の拡大 

D 活動制限下にあって、積極的に助成制

度を周知することができず、活動の拡

大につながらなかった。 

積極的な学生への紹介が可能な状況と

なった際には、助成金制度を周知する活

動を行い、ボランティア活動の活性化を

図る。 

地域と密に連携し、地域への貢献度

の高いセンター運営の実施 

C 地域の活動が一部制限される中、子育

て支援団体のオンラインイベント、支

え合い会議等、地域の活動に参加、協

力することができた。また、主催事業

として、「子育ち応援隊ぷち・ぴち」及

び「子育て相談の電話対応」を実施す

地域の活動の制限と緩和の状況を考慮

し対応しながら、積極的に協力、支援を

行う。また、オンラインを活用したボラ

ンティア活動などを中心に、感染対策上

可能な範囲での、積極的な参画や支援活

動を展開する。 
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ることができた。 

 

2.令和２年度の活動の総合評価と次年度の活動計画に活かすべき課題について 

未曽有の感染症拡大によって、いったんボランティア活動はすべて停止し、ボランティアセンターも閉室する期間があった。その中でも、試行錯誤しなが

ら、また、他団体のボランティア活動の情報を収集し参考にしながら、手探りでいくつかの活動を実施することができた。自己点検評価の備考にも記した

通り、活動の内容や頻度は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、大きく変動するものと思われるが、状況に応じて柔軟な発想で新しい形のボラン

ティア活動を行っていきたい。 
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11．内部質保証委員会 

 

1.令和２年度目標に対する自己点検評価 

評価する内容(目標) 評価 評価の視点 次年度に向けた改善点 備考 

各学科コース、委員会による自己点

検・評価の結果を全学的な観点から

検証するとともに、本年は認証評価

受審の年であるため、提出用の自己

点検・評価報告書をとりまとめ提出

するとともに、備付資料など審査に

必要な書類の準備を行う。 

S 内部質保証委員会においては、提出さ

れた「教育・委員会活動報告書」を全

学的な観点から検証を行い、課題や問

題点を洗い出すとともに、自己点検・

評価の結果を報告書にまとめた。 

本年度は認証評価受審の年であった

ため、「自己点検・評価報告書」のパブ

リック・コメントの募集を行うととも

に、認証評価対策室を中心に自己点

検・評価報告書の記述内容の確認・修

正を行った。最終的に内部質保証委員

会にて「自己点検・評価報告書」を確

認・精査するとともに、教授会での報

告を経て大学・短期大学基準協会に提

出した。 

短期大学評価基準等の変更がないか絶

えず情報を収集するとともに、次年度に

おいても内部質保証委員会が中心とな

り、本学の教育、研究及びそれを支える

管理運営等に関わる業務について、継続

的に点検・評価し、質の保証を行う予定

である。 

 

FD、SD 活動を通して、自己点検評価

活動や内部質保証の重要性につい

て更に理解を促すとともに、認証評

価の評価スケジュールや各部署の

役割について周知する。 

 

C 今年度は新型コロナウイルスによる

緊急事態宣言の発出等により、教職員

全員による FD・SD を実施することが

できなかった。しかし、内部質保証委

員会を中心に各委員会や部署に対し

て、自己点検評価活動の重要性や認証

評価の評価スケジュール等について

周知を図った。 

 

 

大学・短期大学基準協会の評価結果に基

づき改善点や課題を抽出し、FD・SD 活動

を通して、教育の質の向上・充実を図る

予定である。 

 

 

自己点検・評価活動の客観性と妥当 S 2020 年 12 月 19 日（土）に「淑徳大学 次年度においても教育・研究水準の更な  
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性を高めるため、外部評価委員会に

よる評価を実施する。 

短期大学部外部評価委員会」を開催し

た。外部評価委員は昨年と同様に中川

修一氏（板橋区教育委員会 教育長）石

山智典氏（東京都立板橋有徳高等学校 

校長）、宇津木忠氏（特別養護老人ホー

ム ケアポート板橋 施設長）、山之内

敏彦（社会福祉法人三共会 理事長）の

4 名に依頼した。昨年度指摘を受けた

事項に対する改善状況について報告

するとともに、新型コロナウイルス感

染症を踏まえた教育方法及び教育評

価、学生募集、就業支援について報告

し、外部評価委員から評価及び助言を

受けた。 

る向上を図るため、学外有識者による外

部評価委員会を開催する予定である。次

年度においては外部評価委員間で協議

する時間を十分に確保できるようにタ

イムスケジュールを見直す予定である。 

 

2.令和２年度の活動の総合評価と次年度の活動計画に活かすべき課題について 

本年度は認証評価受審の年であったため、「自己点検・評価報告書」のパブリック・コメントの募集を行うとともに、認証評価対策室を中心に自己点検・

評価報告書の記述内容の確認・修正を行った。また、「内部質保証ルーブリック」を用いて自己評価を行うとともに、最終的に内部質保証委員会にて「自

己点検・評価報告書」を確認・精査し、教授会での報告を経て大学・短期大学基準協会に提出した。通常、訪問調査が行われるが、新型コロナウイルス感

染症の発生状況等を考慮し、本年度は Zoom によるオンラインによって審査が行われた。大学・短期大学基準協会の評価結果で指摘された課題については

各委員会及び関連部署において整理するとともに、次年度の「教育・委員会活動計画書」の活動方針、目標に反映させ、改善に努める予定である。また、

次年度においても教育・研究水準の更なる向上を図るため、学外有識者による外部評価委員会を開催する予定である。 
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12．教職課程運営委員会 

 

1.令和２年度目標に対する自己点検評価 

評価する内容(目標) 評価 評価の視点 次年度に向けた改善点 備考 

年２回以上、少なくとも、前期１回、

後期１回は、教職課程の現状確認と

今後に向けた協議の場を設ける。 

A 令和元年度は、教職課程運営委員会で

年２回の協議の場が設けられた（前期

は 4/27、4/29：メール会議／後期は

9/17 の学科会終了後：対面）。教職課

程の現状確認を行った。 

引き続き、教職課程関連の現状

確認を行う協議の場が必要であ

る。 

前期は教育実習の取り扱いに

ついて協議（１、２年生とも）。 

後期は教職課程申請(再課程

の事後調査対応）提出書類に

ついて協議。 

本学の教職課程の現状確認を行い、

5 月末までに本学ホームページにア

ップされている教職に関する情報

の更新を行う。 

A 教職に関する情報の更新は、本学

HP(ホームページ)に令和２年４月 30

日付で情報公開として、教職に関する

情報の更新を行った。 

本学 HP(ホームページ)にある教

職に関する情報の確認を行いつ

つ、情報更新が必要な情報につ

いて検討を行っていく。 

 

年度末までに、教職科目に関する研

究業績の確認を行う。 

A 教職に関する情報の更新に向けて、教

職科目を担当する教員業績数の確認

を行った。 

引き続き、教職科目の担当者向

けの業績確認が必要である。 

 

 

2.令和２年度の活動の総合評価と次年度の活動計画に活かすべき課題について 

令和２年度の活動は、コロナ禍という社会情勢もあり、特に前期中は委員会の運営が円滑に進まない状況がみられた。しかしながら、最終的には、目標で

ある教職課程運営委員会として協議する場の設置、教職科目担当者の業績確認、教職に関する情報更新という、すべての目標を達成することができた。次

年度は、改訂版を作成した「履修カルテ」の周知徹底と、再課程申請で認可された新しい教職課程の教職科目が導入３年目（完成年度の翌年）にあたるた

め、振り返りが必要であろう。 
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13．ハラスメント防止委員会 

 

1.令和２年度目標に対する自己点検評価 

評価する内容(目標) 評価 評価の視点 次年度に向けた改善点 備考 

１．学生が、学生向けハラスメント

防止リーフレットによって、ハラス

メント防止の意義と方法を理解す

る。 

B 今年度はオンライン授業が多くなり、学生は登

校する機会が少なかったため、学生向けハラス

メント防止リーフレットの配布はできなかっ

た。だが、短大ホームページにてハラスメント

相談や防止関連の掲示をしており、また校舎内

にはリーフレットの配備を行っている。 

コロナ禍であり通常とは異なる学校運営の

中だからこそ、様々なハラスメント事項が

起こる可能性もある。配布が困難であって

もアドバイザーを通して具体的な説明を行

い、ハラスメント防止の意義と方法を理解

してもらう努力が必要である。 

 

２．ハラスメントを未然に防止する

ために、本務教職員全員対象の研修

会を開催し、ハラスメント防止の意

識を高める。 

A ハラスメント防止のための本務教職員全員対

象の研修会は、今年度 2回実施。コロナ禍であ

り 1 回目はオンライン、2 回目は対面での実

施。 

実状に即した研修会の開催が望ましいの

で、研修会のテーマに関しては事前調査な

どを行い、教職員のハラスメント防止の意

識を高めることが重要と考える。 

 

３．本学の構成員がハラスメントに

よって、勉学、教育活動、就労等が

阻害されない。 

B 現在、大乗淑徳学園ハラスメントホットライン

の活用、学生向けハラスメント防止リーフレッ

トの作成、教職員向けハラスメント防止研修会

などを行い、ハラスメントのない環境づくりに

努めている。 

ハラスメント防止に向け、さらなる組織的

な取り組みが必要である。より効果的な方

法を模索していきたい。 

 

 

2.令和２年度の活動の総合評価と次年度の活動計画に活かすべき課題について 

令和 2年度は学生も教職員も突然に登校が制限される事態となり、充分な活動ができない状況であった。次年度の感染状況も明確な予測はできないが、ど

のような状況になろうとも活動を継続させるために、柔軟な事前の計画が必要と考える。 
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14．キャリア支援委員会 

 

1.令和２年度目標に対する自己点検評価 

評価する内容(目標) 評価 評価の視点 次年度に向けた改善点 備考 

就職決定率 100%の維持 A 評価時点で、就職決定率は健康福祉学

科医療事務秘書および介護コースで

100%、短期大学部全体では、93.5%を達

成している（社会福祉コース 83.3%、

こども学科 92.8%）。 

引き続き、就職決定率 100%を維持するた

めの取組みを行う。キャリア支援室での

カウンセリングを積極的に実施し、アド

バイザーとの連携をさらに強化する。S-

Navi を活用した就職情報の積極的な配

信を継続する。 

 

卒業後の学生の動向把握と定着率

の向上 

C 卒業後アンケートを実施し、アンケー

ト結果をとりまとめ、大学の公式ホー

ムページにて公開した。S-Navi を活用

して卒業後のキャリア支援室活用を

促進するための情報発信を行った。ア

ンケート回収率が 7%と非常に低い結

果であった。 

卒業生の学生時代の満足度は高く、大学

での学びが役立っているとの回答率も

高い結果が得られたことから、従来の支

援を継続する。また、アンケート回収率

向上のため、アンケートの回答方法を多

様化し、ホームカミングデーなどの行事

も併せて活用していく。 

 

卒業時アンケートの実施と結果に

基づくキャリア支援の改善 

A 今年度も引き続き 3月に実施予定であ

る。アンケート結果を大学のホームペ

ージに公開し、オンラインにて「社会

人準備セミナー」を実施した。 

アンケートのほぼ全ての項目において、

満足している・ある程度満足していると

回答した学生が 9割であったが、項目内

容においてキャリア支援のみでは対応

が難しいものがあるため、教育向上委員

会等との連携や引継ぎを行っていく。 

 

新型コロナウイルス感染症の給食

な感染拡大に伴う電話及びオンラ

イン等を活用したフォロー体制の

充実 

S 電話による個別カウンセリング、zoom

や Google クラスルームによるキャリ

ア支援ガイダンスや面接指導・履歴書

や論文添削等を実施した。また、

Google フォーム等を活用したアンケ

ートの実施を行い、学生の動向を把握

し、アドバイザー教員と連携し就職支

引き続き、感染症拡大が懸念され、緊急

事態宣言の発令下であることから、同様

のフォロー体制を継続する。昨年度は、

キャリアガイダンスの実施が予定より

延期されることとなったが、今年度は例

年のスケジュール通りに進めていき、遅

れの無いように努める。 
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援を実施した。 

募集入試に活用できる、就職支援の

向上 

 

S 就職決定率 100%を継続しており、就職

実績の効果も上がっている。公務員試

験の合格者増、大学病院・総合病院、

社会福祉事業団・社会福祉協議会への

就職実績を獲得できた。 

引き続き、支援を継続するとともに、オ

ンラインによる就職支援の強化を図る。

特に zoom、Google クラスルーム、Google

フォームの活用を促進していく。 

 

 

2.令和２年度の活動の総合評価と次年度の活動計画に活かすべき課題について 

新型コロナウイルス感染症の急速な拡大に伴う困難が予想される中、教職員の連携強化といち早くオンラインに対応できたことが功を奏した。具体的には、

電話・メール等を活用した個別カウンセリングを実施しつつ、web 経由での就職支援フォローの整備強化を図ることができた。就職支援ガイダンスの実施

が例年に比べ延期になったが、学生が前期授業開始とその対応に追われている中、その期間を避けてガイダンスを実施することができた。就職志望者の中

でも一般企業への就職を検討している学生から順にフォローしてくなど、教職員が連携をとり柔軟に対応することで、一人ひとりの学生の情報を把握し、

支援することができた。 
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15．教育向上委員会 

 

1.令和２年度目標に対する自己点検評価 

評価する内容(目標) 評価 評価の視点 次年度に向けた改善点 備考 

１）教育改善に向けた調査には、授

業評価アンケート（教育向上員会）、

学修行動等に関する調査（教育向上

員会、学生委員会）、短期大学生調査

（短大基準協会）がある。これらの

調査結果に基づいて、大学の IR 推

進室、短大基準協会といった専門部

署・組織とも連携して調査結果の分

析・活用を行う。 

A 

 

今年度は、遠隔授業が主体で対面授業

が限られるなか、授業改善に向けた調

査として、授業評価アンケート、学修

行動等に関する調査をマークシート

ではなく、遠隔（S-Navi）実施にて工

夫を行った。 

また教育向上委員会での新規の調査

として、「卒業時アンケート」を実施し

た。昨年度は「短期大学生調査（短大

基準協会）」も実施したため、学修行動

等に関する調査とともに、集計結果を

もとに本学の現状と課題の分析を行

い、認証評価にかかわる自己点検・評

価報告書の「教育課程」に記載した。 

教育改善に向けた調査の内容、実施方

法、集計、結果の分析・活用のあり方に

ついて、さらなる検討が必要である。 

 

２）FD 活動の充実を図る。 

・教育改善に関する教職員研修とし 

て、教務委員会と連携して FD 研修

を厳選して計画を立て、活動の充実

を図る。前後期に３回以上実施す

る。 

・FD 活動では、教育の質向上を促進

できる人材の育成を目標・方針とし

て、この活動を通じて知識・スキル

の修得と向上を目指す。 

また、教員には、主体的に自己研鑽

するとともに、FD 活動を通じて修得

A 

 

今年度の FD 活動は、前後期に 1 回目

を 8/20（遠隔授業についての FD、zoom

で実施）、２回目は 11/26（シラバスに

関する FD、事前学習・事後学習の記載

と効果）を実施、３回目は 2/25 に次年

度の授業方針に伴う授業運営につい

ての FD）を実施した。 

今年度の FD の特徴としては、授業実

践例の紹介と FD 後の感想の共有だけ

でなく、FD 時にテーマ毎に、ワーキン

ググループに分かれてディスカッシ

ョンを行い、グループごとに、授業の

今年度はコロナ禍に伴う遠隔授業のあ

り方など喫緊の課題として感染予防を

踏まえた授業に関するFDが主となった。

遠隔授業が二年目となる次年度も、対面

授業と遠隔授業のハイブリッド授業が

見込まれるため、対面あるいは遠隔での

効果的な教育改善につながる FD 研修の

テーマや運用方法を設定する必要があ

る。 
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したその力を学生指導に活かして

いくことを求める。 

 

課題やより良い指導法の話し合いの

成果を参加者全体に向けて発表をし

てもらうことで、教育の質向上として

の知識やスキルの修得につなげるこ

とができたと思われる。 

 

３）実施可能な授業公開のあり方を

教務委員会と連携して次年度の準

備を行う。 

D 今年度は、前期は対面授業ができず、

後期の一部の実施にとどまったため、

授業公開を実施できなかった。 

次年度も、感染予防の点から難しい面も

あるが、授業公開のあり方を検討する。 

 

４）教育改善に向けた調査の分析結

果のもと、改善への提言を報告書の

なかで行う。 

B 昨年度実施の短期大学生調査（短大基

準協会）、学修行動等に関する調査の

集計結果をもとに、本学の現状と課題

の分析を行った。また、認証評価にか

かわる自己点検・評価報告書では、「教

育課程」に教育向上委員会がかかわる

箇所について記載した。 

次年度はあらためて学内で定められた

自己点検・報告書の形式に沿って、教育

改善に向けた調査についての報告を行

う。 

 

 

2.令和２年度の活動の総合評価と次年度の活動計画に活かすべき課題について 

本年度は、コロナ禍に伴う感染予防策を踏まえた遠隔授業の導入など、例年と異なる授業運営を要求されることとなった。そのなかで、教育向上委員会と

しては、授業評価アンケートや授業改善に向けた調査（学修行動調査）を遠隔の S-Navi で実施し、予定していた３回の FD も実施することができた。社会

での感染予防策が求められるなか、FD は、zoom を用いた遠隔での実施、またマスク着用、換気、ソーシャル・ディスタンスなど三密を回避した上での対面

での実施をするなど、工夫をしながらも FD 活動を遂行できた点は良い点として評価できる。 

次年度の活動計画に活かすべき課題としては、次年度も対面授業に加えて遠隔授業、そのハイブリットを活かした授業の実施が見込まれるため、その実施

状況を把握し授業改善につなげるための調査、またそれらの知識・スキルの修得と向上に寄与する FD 活動の運用があげられる。 
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16．修学支援委員会 

 

1.令和２年度目標に対する自己点検評価 

評価する内容(目標) 評価 評価の視点 次年度に向けた改善点 備考 

①現行の「修学支援対策検討・協議規

定」における問題点を整理し、改定案

をまとめる。 

C 現行の問題点については課題整理を

行っているが、改訂案をまとめるには

至っていない。 

関連業務として、教務関係案内に次年

度以降掲載する「障がい学生に対する

授業および試験方法」の検討を実施し

た。 

現行の課題を踏まえ、今後の短大の方針

に合わせたかたちで「修学支援対策検

討・協議規定」を改定することを目指す。 

 

②アドミッションセンターと連携し、

入学試験および入学準備に際する問

題点や、配慮や支援を必要とする学生

の有無について把握する。必要に応じ

て、学生、保護者、出身校と連絡を行

い、より適切な配慮や支援が提供でき

るよう努める。 

C アドミッションと修学支援委員会と

の緊密な連絡には至らなかった。ま

た、今後の入学生への配慮についても

現時点では十分な情報共有・検討が出

来ていない。 

アドミッションセンターと委員の情報

共有を適切に行えるような体制づくり

を目指す。 

 

③学生相談室、保健相談室、ボランテ

ィアセンター、教務委員会を初めとす

る各委員会と必要に応じて連携し、医

療的配慮や心理的支援について協働

できる態勢を準備する。 

B 学生相談室・教務委員会委員等と適宜

情報を共有しながら、コロナ禍におけ

る影響を加味しつつ協働することが

できた。 

さらに学生相談室等との連携を強化し

て、遠隔授業および対面講義の両方に対

応できる修学支援のための連携体制の

強化を目指す。 

 

④学生支援部およびアドバイザー教

員を通じて、学内における修学に困難

を有する学生の有無と実態を定期的

に把握する。 

A 短大ゼミアドバイザーに期毎に周知

を行い、修学支援委員会にて対応すべ

き事例を収集し、検討することができ

た。 

今後も、定期的なゼミアドバイザーとの

情報共有を出来る体制を維持できるよ

うにする。 

 

⑤修学に困難を有する学生の要望に

応じて委員会を開催し、学内で教育上

の配慮や支援が提供できるよう、必要

A ④で収集した情報をもとに、それぞれ

の事例を検討し、適切に対応すること

ができた。 

今後も、定期的なゼミアドバイザーとの

情報共有を出来る体制と、合理的配慮に

ついて協議できる委員会機能を維持で
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な変更・調整を行う。また、急に障害・

疾病等が生じ修学困難になった学生

の事例に対しても、速やかに対応す

る。 

きるようにする。 

⑥障害その他の事由に関する教育の

保障に関する事柄に関し、該当する学

生が受講している講義の担当者に、教

育上の配慮や支援に関する具体的な

知見と方法を周知する。 

B 本年は修学支援に該当する学生が少

なかったため、積極的な実施はしてい

ない。関連業務として障害学生支援体

制と具体的な支援方法に関して、短大

ウェブサイト上での情報開示を行っ

た。 

次年度は、対象となる学生が受講する講

義・演習において、非常勤講師まで合理

的配慮の提供を徹底できる積極的な情

報提供に努めたい。 

 

 

2.令和２年度の活動の総合評価と次年度の活動計画に活かすべき課題について 

令和 2年度はコロナ禍の影響もあり、教職員間の情報共有の機会も限られていたが、学内の各機関と連動しつつ必要に応じたケース検討や対応を行うこと

ができた。また、目標には記載していなかったが、障害学生支援に関する短大ウェブサイト上での情報開示や、教務関係案内に次年度以降掲載する「障が

い学生に対する授業および試験方法」の検討など、修学支援に関連するさまざまな業務にも着手することができた。 

令和 3年度以降の課題として、今年度は達成出来なかった「修学支援対策検討・協議規定」の検討が必要であると考える。本年度はコロナ禍の影響と学生

の動向の関連について、および今後の短大の方向性に連動した規程のあり方について十分な見解を得られなかったため、着手すること自体が困難であった。

次年度以降は、コロナ禍の影響や今後の短大の実態に応じた形で規程を整備することを課題としたい。 
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17．国際交流委員会 

 

1.令和２年度目標に対する自己点検評価 

評価する内容(目標) 評価 評価の視点 次年度に向けた改善点 備考 

１．国際交流事業である海外社会福

祉事情（海外研修）の円滑な運営を

行う。 

 今年度は新型コロナウイルス感染症予防の見

地から、海外社会福祉事情（海外研修）の科目

を開講していない。 

来年度もコロナ禍にあるならば、海外研

修は困難であると予測される。それに代

わる取り組みを大学等と連携して検討

していく。 

 

２．留学生への学生生活支援を強化

し中途退学者が出ない。 

（目標：留学生の中途退学者 8名以

下） 

A 今年度の留学生数は、介護福祉コース 12 名、

社会福祉コース 5名、こども学科 2名であり、

現時点での退学者は 1名である。 

留学生の学生生活支援は、アドバイザー

や事務局のみで行うのではなく、コー

ス・学科全体の課題として支援体制を強

化する必要がある。同じ国籍の学生や保

護者との連携や、日本語学校との情報交

換などを充実させ、効果的な指導・支援

を行う。 

 

３．留学生のネットワークづくりの

支援を行う。 

A 今年度はコロナ禍にあったが、留学生の近況報

告や健康チェック、必要書類の提出状況を確認

するため、メーリングリストをつくり各学生の

状況把握に努めた。特に、こども学科では留学

生が孤立しないよう 2 年生の日本人先輩と留

学生とのオンライン交流会等を実施している。

留学生から授業や実習に関する質問が出て、先

輩が答えるネットワークづくりができている。 

来年度のコロナ感染症状況次第である

が、留学生同士のネットワークづくり、

留学生と日本人学生のネットワークづ

くりを多方面から柔軟に考えていく必

要がある。 

 

 

 


